
平成 18年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月14日

上  場  会  社  名       電気化学工業株式会社 上場取引所 東

コード番号       4061 本社所在都道府県  東京都

代  表  者  役  職  名 代表取締役社長 氏 名    晝 間 敏 男

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 氏 名    南 井 宏 二

TEL (03) 5290 - 5512
中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月14日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 17年 12月 7日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 114,473 10.6 10,104 7.4 9,392 12.9
16年 9月中間期 103,547 11.5 9,408 24.9 8,317 35.9
17年 3月期 212,092 19,964 17,220

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間 　　潜在株式調整後1株当たり
         ( 当 期 ） 純 利 益 　　　　　中間（当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
17年 9月中間期 6,191 18.6 12.60 －
16年 9月中間期 5,219 44.0 10.72 －
17年 3月期 10,752 21.90 －
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期   491,522,892 株      16年 9月中間期   487,056,868 株      17年 3月期   486,996,508 株
     ②会計処理の方法の変更　　 有
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

17年 9月中間期 3.50 －
16年 9月中間期 3.00 －
17年 3月期 － 7.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 291,796 120,734 41.4 245.66
16年 9月中間期 286,904 112,012 39.0 227.81
17年 3月期 288,856 116,662 40.4 237.15
(注)①期末発行済株式数　17年 9月中間期    　491,475,272 株　16年 9月中間期    　491,691,232 株　17年 3月期    　491,570,512 株

 　 ②期末自己株式数　　17年 9月中間期        　909,168 株　16年 9月中間期        　693,208 株　17年 3月期        　813,928 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 232,000 19,500 12,000 3.50 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   24 円 42 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、
   実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる場合があります。



比較貸借対照表
（単位：百万円）

科            目 当中間期 前 期 増   減 前中間期
（平成17年9月30日現在） （平成17年3月31日現在） （平成16年9月30日現在）

【資産の部】 ％ ％ ％
流     動     資     産

現 金 及 び 預 金 636 1,346 △ 710 694

受 取 手 形 1,555 1,390 165 1,647

売 掛 金 48,104 44,947 3,156 44,804

棚 卸 資 産 27,815 28,473 △ 658 25,546

繰 延 税 金 資 産 983 1,081 △ 98 875

短 期 貸 付 金 410 447 △ 36 570

そ の 他 9,449 8,188 1,260 6,537

貸 倒 引 当 金 (-) 145 (-) 144 △ 1 (-) 149

流 動 資 産 計 88,809 30.4 85,731 29.7 3,078 80,526 28.1

固     定     資     産

 有  形  固  定  資  産

建 物 22,567 22,516 50 23,221

構 築 物 16,108 16,224 △ 116 16,069

機 械 及 び 装 置 47,984 47,713 271 47,098

そ の 他 65,785 67,093 △ 1,307 70,052

有 形 固 定 資 産 計 152,445 52.3 153,548 53.2 △ 1,102 156,442 54.5

 無  形  固  定  資  産 2,761 0.9 2,088 0.7 672 210 0.1

 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 25,812 26,558 △ 745 26,077

関 係 会 社 株 式 等 18,051 17,837 213 18,716

そ の 他 4,550 3,911 639 5,643

貸 倒 引 当 金 (-) 634 (-) 819 184 (-) 712

投 資 その他 の資 産計 47,780 16.4 47,488 16.4 292 49,725 17.3

固 定 資 産 計 202,987 69.6 203,125 70.3 △ 137 206,377 71.9

資     産     合     計 291,796 100.0 288,856 100.0 2,940 286,904 100.0
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（単位：百万円）

科            目 当中間期 前 期 増   減 前中間期
（平成17年9月30日現在） （平成17年3月31日現在） （平成16年9月30日現在）

【負債の部】 ％ ％ ％

流     動     負     債

支 払 手 形 － 120 △ 120 727

買 掛 金 33,984 31,547 2,436 30,626

短 期 借 入 金 29,365 29,335 30 37,885

コマーシャルペーパー 6,000 6,000 － 3,000

一年以内返済予定の長期借入金 8,650 6,650 2,000 6,734

一年以内償還予定の社債 5,000 5,000 － 10,000

未 払 金 6,809 6,119 689 4,928

未 払 法 人 税 等 5,288 4,270 1,017 3,560

未 払 費 用 9,592 9,092 499 9,393

そ の 他 11,012 13,006 △ 1,993 10,060

流 動 負 債 計 115,702 39.6 111,142 38.5 4,559 116,915 40.8

固     定     負     債

社 債 30,000 30,000 － 25,000

長 期 借 入 金 11,533 16,858 △ 5,325 20,183

繰 延 税 金 負 債 2,700 4,214 △ 1,514 3,194

土地再評価に係る繰延税金負債 5,758 5,898 △ 140 4,499

退 職 給 付 引 当 金 4,909 3,622 1,286 4,672

役員退職慰労金引当金 459 458 0 428

固 定 負 債 計 55,359 19.0 61,051 21.1 △ 5,691 57,976 20.2

負 債 合 計 171,062 58.6 172,194 59.6 △ 1,132 174,891 61.0

【資本の部】

資 本 金 36,998 36,998 － 36,998

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 41,546 41,546 － 41,546
そ の 他 資 本 剰 余 金 3 3 0 1

資 本 剰 余 金 計 41,550 41,549 0 41,548

利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金 3,522 3,541 △ 19 3,541

中間 (当期 )未処分利益 23,085 18,715 4,370 16,755

利 益 剰 余 金 計 26,608 22,256 4,351 20,296

土 地 再 評 価 差 額 金 8,636 8,847 △ 211 6,749

その他有価証券評価差額金 7,221 7,250 △ 29 6,619

自 己 株 式 △ 279 △ 241 △ 38 △ 199

資     本     合     計 120,734 41.4 116,662 40.4 4,072 112,012 39.0

負  債 ・ 資  本  合  計 291,796 100.0 288,856 100.0 2,940 286,904 100.0

-25-



比較損益計算書

（単位：百万円）

科            目 当 中 間 期 前 中 間 期 増     減 前    期
（平成17.4.1～平成17.9.30） （平成16.4.1～平成16.9.30） （平成16.4.1～平成17.3.31）

％ ％ ％

 売 　　　　　上 　　　　　高 114,473 100.0 103,547 100.0 10,926 212,092 100.0

 売 　　　上 　　　原 　　　価 85,673 74.9 75,486 72.9 10,186 154,815 73.0

売 上 総 利 益 28,800 25.1 28,060 27.1 740 57,276 27.0

 販 売 費 及び 一 般 管 理 費 18,695 16.3 18,652 18.0 43 37,312 17.6

営 業 利 益 10,104 8.8 9,408 9.1 696 19,964 9.4

 営    業    外    収    益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 756 589 166 855

そ の 他 489 497 △ 8 1,098
 営    業    外    費    用

支 払 利 息 504 599 △ 95 1,147

そ の 他 1,453 1,579 △ 125 3,550

経 常 利 益 9,392 8.2 8,317 8.0 1,075 17,220 8.1

 特       別       利       益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,288 － 3,288 2,357

固 定 資 産 売 却 益 － 73 △ 73 86

 特       別       損       失

減 損 損 失 2,948 － 2,948 －

固 定 資 産 売 却 損 － 162 △ 162 717

関 係 会 社 整 理 損 － － － 1,551

事 業 整 理 損 － － － 293

税 引 前 中 間 （当 期） 純 利 益 9,732 8.5 8,227 7.9 1,504 17,100 8.1
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 5,076 3,510 1,566 5,058
法   人   税   等   調   整   額 △ 1,536 △ 502 △ 1,034 1,290

中  間 （ 当 期 ）  純   利   益 6,191 5.4 5,219 5.0 972 10,752 5.1
前    期    繰    越    利    益 16,682 11,824 4,858 11,824
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 211 △ 287 499 △ 2,386
中      間      配     当     額 － － － 1,475
中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 23,085 16,755 6,330 18,715

-26-



注    記 
 
１．重要な会計方針に関する事項 
 
（１） 有価証券の評価方法及び評価基準 
有価証券（満期保有目的債券）……償却原価法 
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの……期末日前1ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法 
          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの……移動平均法による原価法 

（２） 棚卸資産の評価方法及び評価基準………総平均法による原価法 
ただし、建築資材・産業資材事業等のたな卸資産は、月次移動平均法に
よる原価法 

（３） 固定資産の減価償却方法…………………定額法 
（４） 引当金の計上基準 
        

貸 倒 引 当金  …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による
計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回
収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引当金  …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。 

退職給付引当金 …… 従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額
を計上しております。 なお、会計基準変更時差異（１１，４９０百万円）につ
いては、１０年による按分額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。 

（５） リース取引の会計処理方法 ……リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス 
                                   リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
（６） 消費税等の会計処理方法…………税抜方式 
 
 
会計方針の変更 
 （固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
(企業会計審議会 平成14年 8 月 9日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第6号 平成15 年10月31日）を適用しております。これにより税引前中間純利益は2,948 百万円減少して
おります。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき当該資産の金額から直接控除しており
ます。 
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２．貸借対照表の注記事項 
                                            （単位：百万円） 

項        目 当中間期末 
（平成17年9月30日） 

前 期 末 
（平成 17年3月31日） 

前中間期末 
（平成 16年9月30日） 

①減価償却累計額 ２３８，０６６ ２３４，７５５ ２３５，２８２ 
②偶発債務 
   保 証 債 務 

           
４，２１９ 

 
３，４７３ 

 
４，０４２ 

 
 
３．損益計算書の注記事項 
                                           （単位：百万円） 

項        目 当中間期 前中間期 前  期 
減価償却実施額 
  有形固定資産 
  無形固定資産 

 
５，１７３ 
１０ 

 
５，０９３ 
１３ 

 
１０，２４８ 
２４ 

 
 （減損損失） 
当中間会計期間において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。 
場所 主な用途 種類 減損損失 備考 

北海道苫小牧市 工場用地 土地 351百万円 遊休（一部賃貸） 
群馬県高崎市 倉庫用地 土地 755百万円 遊休（一部賃貸） 
新潟県新潟市 倉庫用地 土地 1,841百万円 遊休（一部賃貸） 
計   2,948百万円  

当社は、事業に供している資産については事業セグメントもしくはそれに準じた単位で資産のグルーピングを行
い、遊休（一部賃貸）資産については個々の単位で把握しております。 
遊休（一部賃貸）資産については、将来の具体的な使用計画がないこと及び土地の市場価格の下落等により回収
可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（2,948 百
万円）として特別損失に計上しております。なお、その内訳は、全て土地であります。 
また、回収可能価額は正味売却価額を使用し、主として路線価等により評価しております。 

 
４．リース取引関係 
  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
 
５．有価証券関係 
    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 ＜子会社株式＞                                                               （単位：百万円） 

項  目 当中間期末 
（平成17年9月30日） 

前 期 末 
（平成17年3月31日） 

前中間期末 
（平成16年9月30日） 

貸借対照表計上額 ２，２７７ ２，２７７ ２，２７７ 

時  価 １４，９９６ １５，５１３ １６，５８６ 
差  額 １２，７１８ １３，２３５ １４，３０９ 

 
 ＜関連会社株式＞ 
     関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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製 品 別 売 上 高 比 較

（単位：百万円）

当中間期 前中間期 増     減

製  品  名 （平成17.4.1～17.9.30） （平成16.4.1～16.9.30）

金    額 売上金額 金    額 売上金額 金    額 増 収 率

比    率 比    率

％ ％ ％
Ｓ Ｍ ・ Ａ Ｂ Ｓ 28,444 24.8 22,697 21.9 5,747 25.3

有

機 機 能 性 樹 脂 12,484 10.9 10,827 10.5 1,657 15.3

系

素 化 成 品 5,108 4.5 5,192 5.0 △ 84 △ 1.6

材

部 有 機 化 学 品 11,849 10.4 10,490 10.1 1,359 13.0

門

計 57,887 50.6 49,208 47.5 8,678 17.6

無

機
肥 料 ・無 機 化 学 品 8,105 7.1 7,783 7.5 321 4.1

系

素
セ メ ン ト 他 9,739 8.5 8,688 8.4 1,050 12.1

材

部 特 殊 混 和 材 5,956 5.2 6,098 5.9 △ 142 △ 2.3

門

計 23,800 20.8 22,570 21.8 1,229 5.4

電
電 子 部 材 4,987 4.4 4,462 4.3 524 11.8

子

材
電 子 包 材 4,531 3.9 4,695 4.5 △ 163 △ 3.5

料

部
機 能 性 セ ラミックス 4,931 4.3 4,735 4.6 195 4.1

門
計 14,449 12.6 13,892 13.4 556 4.0

機

能 包 装 資 材 他 8,923 7.8 8,371 8.1 552 6.6

加

工 建 築 資 材 4,053 3.5 4,178 4.0 △ 124 △ 3.0

製

品 産 業 資 材 5,359 4.7 5,325 5.2 33 0.6

部

門
計 18,336 16.0 17,874 17.3 461 2.6

合        計
114,473 100.0 103,547 100.0 10,926 10.6

(27,039) (23.6) (19,159) (18.5) (7,880) (41.1)

（注1）売上高の（  ）内は、輸出高を内書したものです。
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（参考）
平成18年3月期中間決算概要（連結／個別）

（注）億円未満の金額は、四捨五入して表示しております。 平成17年11月14日
電気化学工業株式会社

１．業績 （単位：億円）
平成17年 平成16年 増減 平成18年 平成17年 増減
9月中間期 9月中間期 3月期予想 3月期

売   上   高 1,499 1,336 163 3,040 2,800 240 
（単  独） (1,145) (1,035) (109) (2,320) (2,121) (199) 
営 業 利 益 127 119 8 270 256 14 
（単  独） (101) (94) (7) (215) (200) (15) 
経 常 利 益 120 100 20 240 219 21 
（単  独） (94) (83) (11) (195) (172) (23) 
当期純利益 78 61 17 150 136 14 
（単  独） (62) (52) (10) (120) (108) (12) 

２．セグメント別 連結売上高・営業利益 （単位：億円）
平成17年 平成16年 増減 平成18年 平成17年 増減
9月中間期 9月中間期 3月期予想 3月期

有機系素材 売上高 671 554 118 1,360 1,185 175 
営業利益 47 35 12 96 86 10 

無機系素材 売上高 239 226 13 480 467 13 
営業利益 25 19 6 53 41 12 

電子材料 売上高 156 152 3 320 298 22 
営業利益 25 32 △ 7 54 53 1 

機能・ 売上高 270 271 △ 1 570 564 6 
加工製品 営業利益 26 32 △ 7 60 69 △ 9 
その他 売上高 163 133 30 310 287 23 

営業利益 4 1 3 7 6 1 
消去差 売上高 - - - - - - 

営業利益 0 △ 1 1 - 0 △ 0 
合  計 売上高 1,499 1,336 163 3,040 2,800 240 

営業利益 127 119 8 270 256 14 

３．主要指標 （単位：億円）
平成17年 平成16年 増減 平成18年 平成17年 増減
9月中間期 9月中間期 3月期予想 3月期

為替レート [円/$] 109.5 109.9 △ 0.4 110.0 107.6 2.4 
国産ナフサ [円/kl] 37,950 30,200 7,750 41,775 32,125 9,650 
設 備 投 資 額 112 74 38 225 165 60 
（単  独） (80) (61) (18) (150) (132) (18) 
減 価 償 却 費 66 65 1 140 131 9 
（単  独） (52) (51) (1) (110) (103) (7) 
研 究 開 発 費 44 42 1 85 84 1 
（単  独） (37) (38) (△ 0) (75) (75) (0) 
有利子負債残高 981 1,111 △ 131 910 1,011 △ 101 
（単  独） (905) (1,028) (△ 123) (840) (938) (△ 98) 
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